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1.はじめに 

 鉄道では、沿線にほぼ等間隔で配置された沿線地震

計により、地震時警報判断が行われている。これに加

えて東海道新幹線をはじめとする一部線区では、沿線

から離れた位置に地震検知点を設置し、P 波で警報判
断を行う早期検知型の地震警報システムが設置されて

いる。このようなシステムでは、沿線に大きな揺れが

到達するまでの余裕時間を確保できる一方、P 波から
震央位置やマグニチュードを推定することから、ある

程度の誤差は避けられず、警報が不要な地震でも警報

が発信されてしまうようなことも想定される。 
警報が必要なときに早期警報が発信され、警報が不

要なときには警報を発信しないほど、早期検知型地震

警報システムの設置効果が高い、と言えるが、このよ

うな尺度からシステムの設置効果を評価するような手

法は現在までに開発されていない。 
本文は、早期検知型地震警報システムにおける設置

効果を定量的に評価する手法を新たに検討し、その内

容を報告するものである。 
 
２．早期検知型地震警報システムによる警報判断 
 鉄道における過去の被害地震事例からマグニチュー

ド（M）と震央からの距離（Δ）と構造物被害の関係
について示したもの

としてＭ－Δ図 1)（図

１）がある。ここで

は、震央を中心とし

てMからＭ－Δ図に
より求めたΔを半径

とする円内を要警報

範囲とする。 
  
  

３．沿線での警報受信状態 
 ある位置で地震が発

生した場合、沿線におけ

る警報の必要性、警報の

受信タイミングにより

沿線での警報受信状態 
は表 1のように分類される。 

 早期検知型地震警報システムの設置効果が高い、と

は、状態Ａ（早期警報受信）の確率が高く、状態Ｃ（空 
振り）の確率が低いことと言える。 
 ある検知点ｉが警報を発信し、沿線のある地点ｊが

状態Ａになるためには、地震発生から地点ｊにＳ波が

到達するまでの時間  、ｉに P波が到達するまでの
時間  、ｉでの演算時間  、データ伝送時間  の

場合、以下の関係が成り立つことが必要条件となる。 
         (1) 

式(１)を満たす検知点を地点ｊに対する「早期警報検知
点」と呼ぶ。 
 
４．各状態に至る確率の計算方法 
 沿線を取り囲むように複数の地震検知点が設置され

ている場合には、複数の検知点の動作によって沿線で

の警報受信状態が決定される。 
 要警報地震時に地点ｊが状態Ａとなるには、早期警

報検知点ｉからｊに警報を発信する確率を とすると、 
                 (2) 
で求めることができる。 
 また、警報不要地震時にｊが状態 Cとなるには、あ
る検知点ｋからｊに警報を発信する確率を とすると、 
                (3) 
で求めることができる。 
 
５．検知点における警報発信率の計算方法 
 ある検知点からある

に対して警報が発信さ

れる確率を求める方法

を考える。ここでは、検

知点における震央位置

及びマグニチュードの

推定誤差を考慮する。 
 図 2に概念図を示 
した。検知点をｉ、仮定

した震央位置を o とし
た場合、ｉでは震央距離  、及び方位角 （真北を

０°とした場合の角度）を推定する。 
 推定した震央位置をｅとし、推定震央距離を 、推

定方位角を とすると、距離の対数誤差 l、方位の誤 
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表 1．沿線での警報受信状態分類

警報
必要性

警報
受信

タイミ
ング 状態

S波前 早期警報受信（A)
S波後

無 －
有 － 空振り（C)
無 － 正しく見送り(D)
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図 1．M-Δ図 
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図 2．検知点と震央の位置関係概念図
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差ε は、 
     (4) 
         (5) 
と表わされる。震央位置をｅと推定する確率   を

求めることは、距離の対数誤差が l、方位の誤差がε と
なる確率を求めることと同義である。 
 lおよびε の確率密度関数を   、   とすれば、
微小な値 ε∆∆ ,l を用いることで、   は 

 ( ) ( ) ( )��
∆+∆+

⋅=
εε

ε εε dyyfdxxflp
ll

l le 　　,  (6) 

により求めることができる。 ε∆∆ ,l が限りなく０に近

い場合、 
 ( ) ( ) ( ) εεε ε ∆∆⋅⋅= lflflp le ,  (7) 
と表わせる。 
 続いて、震央位置を e と推定した場合に地点ｊに対
して警報を発信する確率   の求め方を考える。推定M
を  、ｅからｊまでの距離を  とし、M－Δ図に
おけるΔについて   となるような最小のMを 
とすると、          の場合に警報が発信される。 

は、M－Δ関係式 1)から 

 
( )
71.0

2.3log
min

+
= ejLM  (8) 

で求めることができる。 
 したがって、  の確率密度関数を      とすれば、 

 は 

( )�
+∞

=
minM mm dmmfp  (9) 

により求めることができる。    は推定震央位置によ
り一意に決まることから   の関数なので、 も 
の関数となる。ここでは、 
  (10) 
と置く。 
 よって、震央位置を e と推定し、かつ警報が発信さ
れる確率       は、 
  (11) 
である 
 検知点ｉからの警報発信率  は、発生しうるあら

ゆる   について  を求め、その総和を取ることで求
めることができる。すなわち、 

 ( ) ( ) ( )� � ⋅⋅= εεεε dldlQflfX lij ,  (12) 

により求めることができる。 
 (12)の結果を各検知点で計算し、(2)または(3)に代入
することで状態Aの確率、状態Cの確率を計算できる。 
 
 

６．全体的な評価方法 
 あらゆる位置であらゆるマグニチュードの地震が起

こることを想定した場合の状態AまたはCへの遷移率
は次のようにして求める。 
 等間隔で配置した仮想震央の１つ１つに対してある

マグニチュード im を想定し、３．～５．で述べた方法
により、状態 A～D それぞれの確率を計算する。その
計算結果について地域別の地震発生頻度で加重平均す

る。その結果を ( ) ( )CAXmp iX ,=　　 とすると、異なる  
をN個設定して計算した場合、M発生頻度関数（グー
テンベルクリヒター式）を ( )mGr とすれば、状態 A～
Dの確率の全体的な評価値 XP は、  
 
 
により求めることができる。 
 
７．シミュレーション計算の実施 
 東海道新幹線における早期検知型地震警報システム

をモデルにシミュレーション計算を実施した。震央位

置及びマグニチュードの推定誤差は既往の文献 1)を参

考にした。結果を図３に示す。 

 これまで、検知点での推定マグニチュード等の誤差分布

から間接的に地震警報システムの導入効果を予測してい

たが、今回提案した確率計算を用いることでより直感的に

導入効果を把握できるようになった。 

 
８．おわりに 
 今回検討した手法は、新規に早期地震検知システム

を設置する際に、検知点の効果的な配置を事前に検討

する場合や、複数検知点での連携機能等を評価する場

合などに活用できると考えている。 
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図 3．シミュレーション結果例 

要警報地震 警報不要地震 

ejL

ejL≥∆

mp

ijX
ap

( ) ( )�
=

⋅=
N

i
iiXX mGrmpP

1

( )ε,lpe

( ) ( )oiei LLl loglog −=

oiei θθε −=

( )ε,lpe

( )xfl ( )yfε

mp

eM

minM

minMMe ≥

minM

eM ( )mfm
mp

minM
ε,l ε,l

( )ε,lQpm =

( )ε,lpa
( ) ( ) ( ) ( ) εεεε ε ∆∆⋅⋅⋅= llQflflp la ,,

ε,l

状態B
（沿線地震計）
43.6%

状態A
（早期警報）
56.4%

状態C
（空振り）
11.0%

土木学会第57回年次学術講演会（平成14年9月）

-1524-

I-762


